










り，B は平成２２年８月，A 社の親会社である C 社から A 社に出向し，A
社の a 工場等において，営業企画等の業務を担当していた。A 社の代表
取締役社長である D（以下「D社長」という）は，C 社の事業企画部長を兼
任し，C 社本店の名古屋市にいることが多いため，A 社の E 生産部長（以








催することが，E 部長により企画された。A 社には，当時 B を含めて７




　本件歓送迎会の当日，E 部長は B に対し，改めて本件歓送迎会への参
加を打診したところ，B は，翌８日提出期限で D 社長に提出すべき営
業戦略資料（以下「本件資料」という）の作成業務を理由に参加できな











































作成業務を本件歓送迎会の開始時刻後も a 工場で行っていた B が，当
該業務を一時中断して本件歓送迎会に途中から参加した後，当該業務













































































































































































































⒂  多治見労基署長（日東製陶）事件・岐阜地判平成１３･１１･ １労判８１８号１７頁。
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懇親と観光であり，欠席者は理由を報告する義務があり，費用の半分程
度が給与より天引きされ，不参加者への返還がなされていなかったとし
ても，参加が実質的に強制されていなかったとして，社員旅行の業務性
を否定したもの⒃などがある。これに対して，アルコールを伴う行事（年
末の納会）について，「任意参加」で，「懇親・慰労の趣旨」であるもの
の，社内において会社が主催し，費用を会社が全額負担し，所定労働時
間を含む時間帯に開催され，全員が出席し，勤務を前提とした賃金支払
があったことから，「本来の業務やこれに付随する一定の行為に従事し
たものとはいえないが，なお，その延長線上において，労働関係上，本
件会社の支配下にあったと認めるのが相当」であるとして，業務遂行性
を肯定したものもある⒄。
　本件１審判決（２審判決も同旨）も，これら①②につき検討し，業務
遂行性を否定している。①の行事への参加強制の有無については，部長
が「今日は最後だから」と当該労働者に話したものの，出席する旨約束
させたものではないこと，総務課長の発言（本件歓送迎会前には「忙し
いんやったら，無理せんでもいいぞ」，当該労働者が本件飲食店に来店
した際には「食うだけ食ったらすぐ帰れ。」）などから，参加が事実上強
制されていたとはいえないとする。②の行事と業務との関連性について
は，部長の判断で，開催日の前日か当日に決まる従業員有志による私的
な会合であり，定期的な社内行事とまではいえないこと，中国人研修生
らとの親睦を深めることを目的とし，居酒屋において飲酒を伴い開催さ
れた歓送迎会であり，普段の歓送迎会と異なるものとはいえないこと，
⒃　前掲注３）国・沼津労基署長（心臓突然死）事件判決。
⒄　前掲注３）品川労働基準監督署長事件判決。ただし，結論においては納会の
目的から逸脱した過度の飲酒行為であるとして，業務起因性を否定する。社外
行事と業務との関連性に関し，当該判決は，業務遂行性を「事業主の支配下」
と解し，それを一段と希釈化し「その延長線上」として，その充足を認定して
いるとする（山口浩一郎・労働法令通信２４０３号２３頁）。
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当該労働者が行事の運営に何ら業務上の役割を担っていたとも認められ
ないとして，結論において業務遂行性を否定する。
　本判決と１審（２審）判決とでは，上述のとおり，事実認定の違いも
大きいものと思われる。本判決は，これら①②の点も重要な考慮要素と
しつつも，締切間近の業務を完遂するための業務中断中での当該行事へ
の参加であった点，その帰社途中での事故である点（判旨２③）にも注
目して，その他の諸事情を実態に即して実質的に検討⒅した上で，これ
らを併せて業務遂行性を肯定している（意義３参照）。
（３）　業務遂行性を判断する諸事情の３つめとして，労働者の帰社途
中の交通事故死（判旨２③・３）について検討している。本判決は，労
働者が本件研修生らを自動車で送る行為は，部長からの明示的な指示を
受けていないものの，本件アパートと本件飲食店間の送迎を部長が行う
ことが予定されていたこと，労働者にとっては業務再開のための「帰社」
途中であること，労働者が自動車で送った本件アパートは，本件飲食店
から工場へと戻る経路から大きく逸脱するものではないことから，会社
から「要請」された「一連の行動の範囲内」であったと判断した。他方，
１審（２審）判決は，部長から運転を指示されたことはなく，私的な会
合後，労働者が「任意」で行った行為であるとして，送迎行為の業務遂
行性を否定した。　
　本事案において，労働者が本件研修生らを自動車で送った行為は，帰
社途中に部長にかわって行ったものであり，単なる任意の行動ではなく，
⒅　森戸英幸・ジュリ１４９７号５頁は，「実体に即して実質的な判断を可能にする
柔軟な枠組み」であるとする。林史高・ジュリ１５０８号１０１頁は，「行政解釈で類
型化された業務遂行性の判断基準のいずれかを直ちに形式的に当てはめるので
はなく，それらの行政解釈で示された業務遂行性の判断要素を踏まえつつ，…
具体的な事案に即して実質的に検討し，総合的に判断したものである」とする。
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会社から「要請」されていた一連の行動の範囲内であったと評価してい
る。仮に，帰社の予定がない事故であったとしたら，「業務中断中」と
いう事情がなくなるので，本判決とは異なり業務遂行性が否定される可
能性もありうる。業務起因性について，業務災害では，通勤災害のよう
な経路の逸脱はあまり問題にならないとしても，本判決では少し遠回り
した送迎行為に関する本件運転行為と事故との相当因果関係が認められ
ている。
（４）　ところで，会社からの「要請」は，「強制」や「命令」とはどう
違うのか，業務災害を認定する上で，会社からの「要請」で足りるのだ
ろうか（判旨２①③参照）。使用者は，そもそも「業務」ではないもの
を，労働者に「強制」したり「命令」したりする権限はない。その意味で，
本判決も，歓送迎会が業務そのものではなく「会社の事業活動に密接に
関連して行われた」行事であるから，「要請」という用語を使用したも
のと思われる。なお，任意団体による４泊５日の旅行への参加について，
その実態は，保険募集業務の円滑な遂行を目的としており，旅行の随行
を強く「要請」されていたとして，業務遂行性を肯定したものがある⒆。
また，「業務起因性」に関する判断であるが，中国での中国人らとの宴
会は，撮影許可を得るための働きかけおよび今後の取材業務が円滑に進
められるよう中国人参加者と親睦を深めるという目的があり，宴会での
アルコール度数が非常に高い酒での「乾杯」は「業務の遂行に必要不可
欠なもの」ゆえこれに応じざるをえない状況であり，私的な遊興行為と
はいえないとして，業務起因性を肯定したものがある⒇。
⒆　前掲注３）八雲郵便局簡易旅行会事件判決。
⒇ 　国・渋谷労基署長〔ホットスタッフ〕事件・東京地判平成２６･ ３･１９労判
１１０７号８６頁。なお，この事件で業務遂行性は争点となっていない。
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　本判決および上記の裁判例のように，「要請」であっても業務を遂行
する上では事実上の強制に近い場合には，なおも「会社の支配下にあっ
た」と評価することができる事案もあろう。本事案では，社外行事へ
の参加強制の有無，社外行事と業務との関連性および自動車運転による
送迎行為への指示などの点で１審・２審と最高裁とで認定に違いがでた。
本最高裁判決は，社外行事への参加から自動車運転に至るまでの一連の
行動を労働者が会社から要請されていたとして，実態に即して実質的に
判断することで業務上と認定したと解される。
　森戸・前掲注１８）５頁。「統一的な基準による公平な労災認定という観点からは，
今後「要請」というやや曖昧な基準の具体化・明確化を図る必要がありそうで
ある」とする。
　本文中に掲げたもののほか，本判決の評釈として大山盛義・季労２５７号２３０頁
等がある。
